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要旨 

消費者行政に関する条例の制定状況やその内容について、全国の自治体を網羅的に対象とした調査や研究

は、長らくされてこなかった。本研究では、消費者行政に関する条例について、条例検索サイトを用いて調査し、

カテゴリー毎に分類し、数、内容及び制定時期等を整理した上で、資料として一覧性のある形で示すことを主目

的としている。

条例の検索は、原田隆史同志社大学教授を中心とした条例 Web 作成プロジェクトが構築・運営し、全国の自

治体の条例等を網羅的に収録している「条例 Web アーカイブデータベース」を活用した。同データベースにある

条例のうち、消費者行政に関するもののみを抜き出すため、各種検索条件及び抽出条件を定め精査を行った結

果、915 件の条例を今回の分析対象として特定した。この 915 件の条例の規定している内容を確認し分類すると

共に、制定年の集計を行い精査・分析したところ、以下①～⑥が分かった。

①この 915 件のうち、消費者基本法や消費者安全法に相当するような、消費者行政について広く定めた条例（消

費生活条例）が 137 件、単独で消費生活センターの設置運営等に関して定めた条例が 719 件あった。そのほか、

審議会等個別の施策にかかる条例が 18 件、消費者行政に係る基金について定めた条例が 22 件、住民のくらし

安全等に関する条例が 19 件あった。

②消費生活条例 137 件の 内訳は、47 都道府県全て（徳島県は２条例を制定）、各市区町村は 89 自治体が制定

した条例であった。

③ほとんどの消費生活条例は、消費者基本法の内容に相当する基本理念、自治体・事業者・消費者の責務等を

始めとした、いくつかの共通した内容を規定している。

④消費生活センターの設置・運営等を定めた条例は、単独で消費生活センターについて定めた 719 件のほか、

消費生活条例に包含されているものが 45 件あった。いずれも、国の示したモデル条例案に沿っており、その内

容はほぼ同じである。

⑤消費生活条例の制定時期をみると、昭和 49～51 年、昭和 55 年、平成 17～18 年、平成 21 年、平成 28 年の

各時期で、他の年に比べ集中して制定されていた。それぞれの時期に新たに制定された条例をみると、当初は

消費生活条例が多かったが、消費者庁が設置され、消費者行政活性化基金が設置された平成 21 年は基金に

関する条例が過半を占め、消費者安全法改正（平成 26 年）で消費生活センターの組織運営を条例で定めるよう

義務化された後の平成 28 年においては、消費生活センターに関する条例がほとんどを占めた。 

⑥政府から働きかけを行ったり、法令上条例の制定が義務化された内容については、翌年までには多くの自治

体で条例が制定されていることが分かった。
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1. 研究の背景と目的 

消費者行政に関する条例の制定状況については、消費者庁の「地方消費者行政の現況調査」1で毎年調査し

ているほか、「政令指定都市における消費者行政の実態と課題」2 (生活経済学研究 №31 色川卓男) 「全国主

要都市における消費者行政の実態と課題」3（生活経済学研究 vol.35 色川卓男）等において触れられているが、

全ての自治体の条例を網羅的に対象とした調査や研究は、昭和 55 年に『消費生活関係条例』（正田彬・鈴木深

雪共著）で論じられて以降、40 年以上の間見られない。同書の刊行された当時の昭和 54 年３月末には、38 都道

府県及び５政令指定都市で消費者行政に関する条例が制定されたとあるが、令和４年３月末現在では全都道府

県に条例が制定されており、各自治体で条例の改廃もあるなか、全国の条例を質量共に捉えなおすことには意

義があると考える。 

憲法 92 条は、「地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に基づき、法律でこれを定

める。」と規定している。この「地方自治の本旨」とは、地域に関する総合的な政治・行政を、その住民の意思に基

づき自律的に行うという「住民自治」、国とは別個の独立の団体が、その団体自身の手により、自主的自立的に行

うという「団体自治」をその内容とする。条例は憲法に基づき、自治体の議会が議決を経て制定する自治立法であ

るが、議会は住民の代表で構成されることから、条例は、住民全体の約束事ということができる（木佐・田中，2012，

p.15,53）。条例の制定は、制定当時に各自治体でどのような議論が活発に行われたかを示すものであると言える。 

本研究は、消費者行政に関する条例の制定状況について整理し、資料として一覧性のある形で示すこと、条

例の制定と社会的な状況との関連について探ることを主目的としている 4。 

 

2. 対象条例の選定について 

2-1. 使用するデータについて 

研究実施にあたり利用するデータは、「条例 Web アーカイブデータベース」5（以下、「データベース」という。）

に登録されている条例データである。データベースは、原田隆史同志社大学教授を中心とした条例 Web 作成プ

ロジェクトが構築・運営しており、全国の自治体の条例等を網羅的に収録している。ほとんどの自治体は条例をウ

ェブサイトに掲載しており、それら自治体に対しては、毎年自動的にアクセスしデータベースを更新しているが、

約 60 の自治体はオンライン上で条例を公表していないため、科学研究費補助金や学内研究費等の助成を受け

た年度については、紙媒体で提供を受け更新する等の措置を行っているとのことである。本研究においては、デ

ータベースに登録されている条例のうち、消費者行政に関するもののみを対象とし、抽出を行うこととした。 

2-2. 本研究で対象とする条例の条件 

本研究で対象とする消費者行政に関する条例は、以下１～３の条件を全て満たすものとした。 

条件１．「消費」の文言を含むこと。 

条件２．条例の前文もしくは目的が消費者行政等の推進（消費者被害の防止・周知啓発、消費者市民    

社会の実現、消費生活センターの設置等）に関係するものであること 6。 

                                                        
1 https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/local_consumer_administration/status_investigation/ 
2 https://www.jstage.jst.go.jp/article/seikatsukeizaigaku/31/0/31_KJ00006325544/_pdf/-char/ja 
3 https://www.jstage.jst.go.jp/article/seikatsukeizaigaku/35/0/35_KJ00008019944/_pdf/-char/ja 
4 条例名の一覧や参考資料は本稿末にまとめた。 
5 https://jorei.slis.doshisha.ac.jp/ 
6 前文もしくは目的は消費者行政等の推進と直接的に関係しないものの、各条項において消費者行政に関する内容が定められ

ている条例も、広い意味では消費者行政に関係する条例と言えるが、本件の調査手法によって網羅的に結果を得ることができな

いため、本研究では対象とはしていない。この理由により本研究の対象から外れている条例として、例えば、食品安全・食品衛生
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条件３．行政組織や給与等、行政の内部手続に関する条例ではないこと 7。ただし、条例名や目的を

定める規程に消費生活センター、消費生活相談員、消費者行政を扱う審議会等が定められてい

る場合にはこの限りではない。 

 

条件１について、消費者行政は極めて広い分野を扱うことから、まず、「消費」の単語を条例中に含むか否か 8

を、調査対象とする一つ目の条件とした。これはデータベースの検索機能を用いて機械的に抽出可能である（後

述２－３(A)）。 

条件２及び条件３について、消費者行政と関連のない、若しくは極めて関係の薄い文脈で「消費」が用いられ

ている条例について、データベースの検索機能を用いて機械的に除外することを試みた（後述２－３(B)）。この機

械的に除外された条例には、消費者行政に関する条例が紛れている可能性があるため、データベースの検索条

件を工夫し、再抽出した条例について目視により精査することで、消費者行政に関する条例を再集計した（後述２

－３(C））。これらの抽出作業により得られた条例について、目視にて内容を精査することで、条件に該当する条

例を選定した（後述２－４）。 

手順の概要を図表１にまとめる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１ 本研究の対象とする条例の抽出・精査 

                                                                                                                                                                                          
等を目的とする条例やエシカル消費に関する条例などがある。これらは必ずしも「消費」を含むものではないことから、本研究の調

査手法では網羅性を欠くため、対象外とした。また、情報公開条例・個人情報保護条例についても、「消費」を含む条例が存在す

るが、消費者行政の観点で規定される内容は少ないことから、対象外とした。 
7行政内部の部課室や給与等を定める条例については、行政組織全体について条例に定めを置くかという自治体の運用の問題

であり、消費者行政や消費者政策への関係が薄いため、分析の対象から除いた。 
8 「消費者」としなかったのは、「消費生活」が検索から漏れてしまうためである。 
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2-3. データベースにおける検索・抽出方法 

データベースにおいて、「消費」で検索（A）を行うと、20,107 件の条例が該当する。この中には、例えば「消費

税」という単語が含まれることで、地方消費税、使用料の徴収、公共サービス等を定めた条例等、消費者行政とは

関連の薄い条例も含まれてしまう。そこで、今回の分析の対象外となる条例を除外するため、事前に 20,107 件の

うち数百の条例からサンプリングを行い、消費者行政と関連のない、若しくは極めて薄い文脈で「消費」が用いら

れている条例に共通して含まれる 34 単語を選定した（図表２。選定理由については参考１参照）。 

 

消費税 火薬 消費電力 駐車場 下水道 エネルギー消費 地域振興券 消費拡大 地産地消 ポイ捨て ケーブルテレビ 

浴場 旅館 河川 石油ガス 地域経済活性化 日本酒 空き缶 ガス供給 地場産品 地場産業 たばこ 観光物産 交通事故 

特産品 企業振興 貯蔵施設 商工業振興 手数料条例 道の駅 農村振興 汚水 環境基本条例 学校教員 

 

図表２ 消費者行政と関係のない条例に含まれる 34 単語 

 

この他にも消費者行政とは無関係の文脈で「消費」が使用されている例は多く存在しており 9、条例が消費者

行政に関係する内容か否かは、その内容をみて判断する必要がある。（A）の結果から 34 単語のいずれか一つ

でも含まれる条例は除外する条件 10で検索（B）を行った結果、1,924 件の条例が該当した。 

（A）から（B）に範囲を絞る過程で除外された 18,183 件の中に、消費者行政関連条例が紛れている可能性は

否定できない。そこで、2-2 の定義に照らして再集計（C）を行ったところ 11、15 件の条例を得た。（B）によって得ら

れた条例に（C）を加えた 1,939 件の条例を、「消費」のキーワードを含み、消費者行政と関係の薄い条例を除い

たものとして抽出した。 

 

2-4. 抽出した条例の精査 

2-3 で行った抽出は、34 単語のいずれかを含む条例を除外してはいるものの、検索条件のみでは絞り切ること

ができなかったため、条例の内容を一つ一つ検討し、2-2 の定義に該当する条例を精査した。その結果、1,939

件のうち 1,024 件の条例を消費者行政関係でない条例として除外し、915 件を分析の対象とした（図表３）。除外

した条例の一覧については、参考２～６12としてまとめた。 

 

 

 

                                                        
9 精査の過程では、例えば、「消費電力」ではなく「『電力』を『消費』」、「『消費』する『電力』」といったような複数のパターンや、「消

費譲与税」といったサンプリングでは見つからなかった単語等があった。 
10 データベースにおいて、それぞれの単語の頭に「－」を付記し検索ボックスに入力することで、「消費」かつ 34 単語のいずれか

を含む条例を除外した結果を得ることができる。 
11 約 18,000 件の条例全てを確認することは困難であったため、34 単語のそれぞれ１つと「消費」を含み、それ以外の 33 単語の

いずれかの単語を含まない条例の件数を、全 34 単語について検索した。その結果、「消費税」（6,132 件）を除く 33 単語で計

1,314 件の条例を得たため、その中に再集計すべき条例がないか全数調査を行ったところ、『駐車場』で「生活科学センター」「市

民総合センター」、『交通安全』で「安全・安心」「安全で安心」「くらしの安全」「生活安全」「県民生活」「安全安心」、『手数料条例』

で「計量」の、消費者行政に関係するキーワードを得ることができた。（A）から（B）に範囲を絞る過程で除外された 18,183 件のうち、

それぞれのキーワード持つ条例を精査し、2-2 の条件を満たした条例を再集計の対象とした。 
12 あくまで「消費」を含む条例に限るが、脚注６（ｐ.3-４）で言及した広い意味での消費者行政に関する条例（食品関係、エシカル

消費関係、情報公開・個人情報、その他）と、消費者行政に関係しない条例にそれぞれ分けて一覧化した。 
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図表３ 消費者行政関係条例の抽出・精査 

 

3. 実施した分析とその結果について 

2-4 の分析対象とした条例 915 件について、以下のとおり分類を行った。 

3-1. 消費者行政関係条例の把握と分類 

消費者行政関係条例は 915 件あるが、それらを制定している自治体は、47 都道府県、756 市区町村 13であっ

た。これらの条例を(1)消費生活条例、(2)消費生活センター条例等、(3)消費者行政個別条例、(4)基金条例、(5)

住民のくらし安全等に関する条例の５つに分類し、それぞれが制定されている自治体数をまとめた（図表４）。また、

具体的な条例は、巻末の一覧１～５にまとめた。(1)消費生活条例については、規定している具体的な内容の有

無をそれぞれ精査し、資料１にまとめた。また、調査の過程で見つかった特徴的な規定等についても記載して

いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図表４ 消費者行政関係条例の分類と制定自治体数 

 
                                                        

13 一つの自治体が、複数の消費者行政関係条例を制定している場合があり、都道府県・市区町村数の合計は 915 とならない。 
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（１）消費生活条例（137 件、47 都道府県、89 市区町村） 

 (i)条例の概要 

本研究では、目的において消費生活の安定及び向上を図ること、基本理念において消費者の権利の尊重・実

現、続いて自治体・事業者・消費者等の責務等が規定され、その後、消費生活の安定及び向上に資する消費者

行政の内容（体制整備や規制、給付行政等）が列挙されるという構成をとる条例を、消費生活条例 14と分類した。 

消費生活条例は、昭和 49 年春以来、全国の各地方公共団体で活発に制定が行われ 15、消費者基本法の前

身である消費者保護基本法（昭和 43 年、以下「旧基本法」という。）の規定に準じて、地方公共団体の行いうる消

費者保護に関する各種施策を総合的・積極的に打ち出しているところに特徴があるとされる 16。消費生活条例が

制定され始めた当時は、まだ消費者庁はおろか製造物責任法、消費者契約法、消費者安全法といった分野横

断的な国の法制が存在しておらず、第１次オイルショックが起き、消費者問題への国民的関心が高まるなか、条

例は各自治体の工夫した対応の表れと評価できる。 

消費生活条例は、歴史的には国の規制の不十分性を補完するために各地方公共団体が制定しており、若干

の視点の差異により必ずしも同一にはならない 17が、多くの共通する内容を持つ。なかでも、条例の実効性確保

に向けた措置としては、ほとんどの条例は罰則を伴う強制的な制度を設けておらず、自治体の長による勧告およ

びそれに従わない場合の公表措置にとどまるという特徴がある。これは、条例が消費者の権利擁護に向けた訓示

規定的な性格を持つこともあるが、国の法律によって規制することが予定されている事項について、条例が一定

のルールを設定することで発生する「上乗せ条例」の問題を回避するねらいがあったと考えられる（正田, 1989, 

p.179）18。条例においては規制のほか、「上乗せ条例」問題の生じにくい、消費者への情報提供、消費者教育の

推進や、訴訟の援助といった、消費者の権利実現を支援する内容も盛り込まれている。 

以下、消費生活条例に規定される各内容を挙げ、その内容を定めている自治体数を示した。なお、徳島県の

み、「徳島県消費者の利益の擁護及び増進のための基本政策に関する条例」「徳島県消費者市民社会の構築

に関する条例」の２条例を制定しているため、いずれかの条例に規定がある場合は１とし、いずれの条例にも規定

がある場合は、＊を付した。各規定については相互の関係や条例内での位置づけを整理し、条例の目的や消費

者の権利、自治体・事業者・消費者等の責務等に関わる内容、消費者行政の体制や方針に関わる内容、事業者

への規制に関わる内容、条例の実効性確保に関わる内容、消費者の権利実現に向けた支援に関わる内容の順

番に記述し、末尾には各論的にその他規定をまとめた。それぞれの規定を持つ条例の代表的な例と、内容的に

相当する法律の条文については、資料２にまとめた 19。 

                                                        
14 分類において「消費生活条例」の名称を用いたのは、多くの条例において、自治体名を冠してこの名称を用いた条例が多いた

めである。ほかには、「消費生活を守り高める条例」「消費生活安定条例」「消費生活の安定及び向上に関する条例」「くらしをまも

る条例」「消費生活を守る条例」といった名称がある。消費生活条例は、かつてはその多くが「消費者保護条例」という名称であっ

たが、主には平成 16 年の消費者基本法制定後、条例改正の過程で名称を変更している。都道府県レベルで「消費者保護条例」

の名称を維持しているのは大阪府のみであるが、これには、消費者「保護」の考え方を継承すべきという自治体としての姿勢が表

れていると考えられる。（大阪府消費者保護審議会（平成 17 年１月 25 日），答申「大阪府消費生活保護条例の改正にあたり、盛

り込むべき基本的事項について」， p14） 
15 消費者問題を内容とする独立の条例は、昭和 48 年に制定された「東久留米市消費生活保護条例」が最初であるが、規制行

政についての規定はなく、理念の宣言や消費者意見の反映のための方策を示す内容が規定されている。昭和 49 年には「神戸

市民のくらしをまもる条例」が制定され、条例中の事業者の行為規制や消費者訴訟援助制度の規定は、その後の都道府県・政

令指定都市の条例制定に影響を与えた。（正田・鈴木（1980），p.56-60） 
16 松浦伸吾（1977）「消費者保護条例」（北川善太郎・及川昭伍編『消費者保護法の基礎』,青林書院新社，p.90） 
17 消費生活条例においては、規定される内容の順番には規則性が見られず、同趣旨の内容であっても、規定される文言や列挙

される類型が異なる場合が多い。 
18なお、上乗せ条例に関する論考は、北川・及川（1977），p.95 に詳述されている。 
19 ほか、分析の対象とした個々の消費生活条例は、全て別冊資料集にまとめた（地方別）。 
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(ii)消費生活条例の規定―条例の目的や消費者の権利、自治体・事業者・消費者等の責務等に関わる内容 

①消費生活の安定・向上の確保等の目的（該当自治体：47 都道府県＊、89 市区町村） 

 消費者と事業者との間の格差を前提に、消費者の利益の擁護及び増進に関する総合的な施策の推進により消

費生活の安定及び向上を確保することを目的とする旨を規定している。消費者基本法第１条、旧基本法第１条の

規定に相当する。 
 
②基本理念、消費者の権利（該当条例：47 都道府県＊、66 市区町村） 

消費者の利益の擁護及び増進に関する施策の推進において、消費者の権利を尊重すべきものとして規定して

いる。消費者基本法第２条１項の規定に相当する内容であり、権利の内容は概ね６～８つ列挙されるが、規定さ

れる権利の具体的な記載は条例毎にばらつきがあり、「福井県民の消費生活の安定および向上に関する条例」

においては列挙されていない。 

また、消費者基本法において規定される高度情報通信社会の進展への対応（第 20 条）、国際的な連携への

確保（第 21 条）、環境の保全への配慮（第 22 条）20についても、基本理念において規定されることもある。 

 

③自治体の責務（該当自治体：47 都道府県＊、88 市区町村） 

 条例を制定した自治体の責務について規定している。県の条例においては、県にとどまらず市町村の責務につ

いて規定している自治体もある。消費者基本法第３条、第４条、旧基本法第２条、第３条における国や地方公共

団体の責務の規定に相当する。 

 行政組織の整備及び行政運営の改善については消費者基本法第 24 条、旧基本法第 16 条においても規定が

あるが、それらの規定をそのまま制定している条例は「長崎市消費生活条例」のみである。 
 

④事業者の責務等（該当自治体：47 都道府県＊、84 市区町村） 

事業者の責務や事業者団体の努める内容を規定しており、消費者基本法第５条、第６条、旧基本法第４条に

相当する。 

 

⑤消費者の役割等（該当自治体：46 都道府県 21＊、80 市区町村） 

消費者の努力義務や消費者団体の努める内容を規定しており、消費者基本法第７条、第８条、旧基本法第５

条に相当する。消費者基本法の制定においては、第７条の条文見出しをどうするか、具体的には消費者の「責務」

とするか「役割」とするかで調整が難航し、最終的には第５条以下を「事業者の責務等」という共通見出しとした経

緯があるとされる 22。一方、消費生活条例においては、旧基本法の規定に準じて制定され始めたという経緯があ

り、条文見出しとして「消費者（等）の役割」「消費者団体の役割」を採用している自治体は 40 都道府県、60 市区

町村と多く、少なくとも条例上は、多くの地方自治体は消費者の権利論を意識した規定を持つと言える。 

 

                                                        
20別途条文として規定される場合（鳥取県消費生活の安定及び向上に関する条例等）や、自治体・事業者の責務、消費者の役割

の条文に規定される場合（長崎県民の消費生活の安定及び向上に関する条例等）も一部にはある。 
21熊本県が事業者の責務と合わせた共通見出しとしている。また。都道府県において規定がないのは「東京都消費生活条例」の

みである。理由として、東京都条例においては、消費者には法的な権利があり、法的な権利である限りは、企業や行政の利益と

の調和や調整を図るということはあり得ないという考え方がとられていることにあるとされる。（根岸哲（1983）「全国初の「消費者保

護条例」」（正田彬責任編集『事例・地方自治』第十二巻，ほるぶ出版， p.109） 
22 田口義明（2016）「かくして「消費者の権利」法定へ―消費者基本法制定への道程」（新堂幸司編集代表『日本法の舞台裏』商

事法務，p.113‐117） 
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(iii)消費生活条例の規定―消費者行政の体制や方針に関わる内容 

⑥基本計画の策定（該当自治体：27 都道府県、19 市区町村） 

消費者基本計画の策定について規定しており、消費者基本法第９条に相当する。各自治体の消費者基本計

画は、指針といった名前で規定されている場合もある 23。 

なお、消費者関係の基本計画の策定について条例に規定していない自治体を調べたところ、別途、条例内で

規定されている県の一般的な責務（③）や消費者基本法に基づいて基本計画を作成している場合 24もあり、条例

に規定が存在しないことが、必ずしも計画の不策定につながるものではないことが分かった。 

 

⑦財政上の措置（該当自治体：２都道府県、０市区町村） 

 条例に規定する施策を実施するため、必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努める旨を規定しており、

消費者基本法第 10 条、旧基本法第６条、消費者安全法第 46 条に相当する。「北海道消費生活条例」「徳島県

消費者市民社会の構築に関する条例」のみ規定が存在する 25。 

 

⑧年次報告等（該当自治体：５都道府県、１市区町村） 

消費者政策の実施について、年次で対外的に公表する旨を規定している。「北海道消費生活条例」のみ、議会

への年次報告の規定があり、消費者基本法第 10 条の２に相当する。 

 
⑨消費者による自治体の長への措置要求等の申出（該当自治体：44 都道府県、28 市区町村） 

 条例に定める消費者の権利が侵害されている・もしくはそのおそれがある場合、消費者が自治体の長に申出を

行い、措置要求を行うことができる旨を規定している。相当する法律としては、消費者安全法における事故等原因

調査の申出（第 28 条）が挙げられるが、申出をした者への不利益取扱いの禁止（第 37 条）に対応する内容の規

定は見られない。 

 
⑩国等への措置要請（該当自治体：40 都道府県、53 市区町村） 

 条例の目的を達成するため、国、関係地方公共団体、県外事業者等に対して措置を要請する旨を規定してい

る。消費者安全法には都道府県知事による「消費者安全の確保に関する基本的な方針」の変更提案（第７条）、

国・他の地方公共団体への情報提供要求（第 11 条の２）、都道府県知事による要請（第 44 条）について規定し

ているが、消費生活条例の国等への措置要請はその適用範囲がより広いものと考えられる 26。 
 

⑪消費者安全確保地域協議会の設置（該当自治体：０都道府県、３市区町村） 

 市町村単位で３つの条例 27のみ、見守りネットワークについて条例で規定している。 

 

                                                        
23 「神奈川県消費生活条例」、「岐阜県消費生活条例」等 
24 「県民の消費生活の安定及び向上に関する条例」（愛知県）、「長野県消費生活条例等」 
25 後述(5)住民のくらし安全等に関する条例においては、「福島県安全で安心な県づくりの推進に関する条例」、「奈義町安全安

心まちづくり条例」に相当する規定が存在する。 
26 条例との明示的な関連は示されていないが、徳島県は国に対し、消費者行政を始めとした政策提言を積極的に行っている。 
https://www.pref.tokushima.lg.jp/kenseijoho/kenseisogo/seisakuteigen 
27 「鎌倉市市民のくらしをまもる条例」「野洲市くらし支えあい条例」「箕輪町権利擁護ネットワーク連携協議会設置条例」。なお、

箕輪町条例は「成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28 年法律第 29 号）第 14 条第２項の規定」に基づくとされ、消

費者安全法への言及はない。 
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(iv)消費生活条例の規定―事業者への規制に関わる内容 

⑫危害の防止、規格等の適正化等（該当自治体：47 都道府県、53 市区町村） 

安全の確保、消費者契約の適正化等、計量の適正化、規格の適正化、広告その他の表示の適正化等を規定

しており、消費者基本法第 11～15 条、旧基本法第７～10 条に相当する 28。事業者による自主基準の設定が促さ

れており、自主基準は自治体の長に届出され、自治体の長は必要な指導又は助言を行うこととされる。 

安全の確保については、消費生活条例においては、旧基本法第７条の「危害の防止」の見出しが多く、安全基

準の策定のほか、安全性の試験（㉘）や必要な調査の実施（⑲）、事業者への勧告（⑰）、緊急危害防止措置とし

て事業者の氏名又は名称、住所その他必要な情報の公表等（⑳）を規定している。 

消費者契約の適正化等、計量の適正化、規格の適正化、広告その他の表示の適正化等については、各自治

体によって規定する内容やその順番が異なる。特に、計量検査に関しては、別途に条例を定めている自治体も

見られる 29ほか、消費者の面前での計量といった、かなり具体的な内容を規定している条例 30もある。消費者庁

は計量法（平成４年法律第５１号）を所管していないが、消費生活条例の制定状況から、地方自治体においては

計量が消費者行政として意識されていることが伺える。 

また、表示の適正化の一部である単位価格表示（ユニットプライシング）への対応として、「世田谷区消費生活

条例」においてのみ、セット商品の事業者の消費者への供給について詳細に定めている。 

 

⑬事業者の商品・役務にかかる自治体独自の規格・表示の基準設定（該当自治体：41 都道府県、16 市区町村） 

 危害の防止、規格等の適正化等（⑫）の内容について、自治体が独自に基準を設定できる旨を規定している。

基準の設定に際しては審議会に諮ることとされ、設定された基準は事業者に対する拘束力を持つ。事業者が基

準を順守しない場合は指導・勧告（⑰）を行うことができ、従わない場合は事業者名等が公表される（⑳）。 

 

⑭不当な取引行為の禁止（該当自治体：47 都道府県、56 市区町村） 

消費者・事業者間の取引について４～７程度の類型を示し、それらのいずれかに該当する行為を不当な取引

行為として規則に定め 31、事業者は、それらの不当な取引行為を行ってはならない旨を規定している。消費者を

困惑させる行為等、消費者契約法第４条で列挙する類型にも相当する規定が見られる一方、与信契約等といっ

た消費者契約法にない内容も多く見られる。 実効性の担保のため、事業者への指導・勧告（⑰）や、事業者名等

の公表（⑳）を続いて規定している場合もある。 

 

⑮訪問販売の制限等（該当自治体：０都道府県、７市区町村） 

 事業者が訪問販売を行う際には、消費者の意思を確認し、拒否する者に勧誘してはならない旨、いわゆる Do-

Not-Call 制度 32を規定している。また、「松本市消費者保護条例」は、訪問販売等による消費者の被害を未然に

防止するため、関係者で訪問販売等被害防止緊急連絡網を設置できる旨を規定しており、見守りネットワークに

も資する取組であると言える。 
                                                        
28 危害の防止、規格等の適正化等に続いて、公正自由な競争の促進等（消費者基本法第 16 条、旧基本法第 11 条）も規定され

るが、この内容を条文として定めた消費生活条例は存在しない。 
29 東京都計量受託検査条例、日立市計量検査所条例 
30 三重県消費生活条例 
31 「不当な取引行為の指定」と規定される場合もある（「青森県消費生活条例」等）。 
32 Do-Not-Call 制度については、国際的な概観も含め、国民生活ウェブ版 2015 年６月号以降の連載に詳述されている。なお、

本研究は条例のみを対象としているが、2016 年７月号においては条例の施行規則まで踏み込んだ内容の検討が行われ、不当

な取引行為の禁止（⑭）と訪問販売規制の関係や、訪問販売お断りステッカー等の取組について説明されている。 
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⑯生活関連物資供給等（該当自治体：46 都道府県 33、49 市区町村） 

 消費生活との関連性の高い生活関連物資・役務 34の需給・価格の動向について情報収集を行い、消費者への

情報提供を行う旨を規定している 35。「3-2.社会的な事件・事故等と条例制定との関連性等の分析」で後述のとお

り、消費生活条例は、第１次オイルショックを契機に制定が進んだ面があり、生活関連物資の需給に踏み込んだ

この規定は、国民生活安定緊急措置法（昭和 48 年）、生活関連物資等の買占め及び売惜しみに対する緊急措

置に関する法律（昭和 48 年、以下、「買占め・売惜しみ防止法」という。）と同じく、当時の混乱への対応として設

けられたものと考えられる。対事業者の観点では、以下の２つのほか、資料・物品提出要求、立入調査等（⑲）を

規定しており、内容は買占め・売惜しみ防止法に相当する 36。 

 

⑯－１生活関連物資供給等の協力要請（該当自治体：33 都道府県、44 市区町村） 

物資又は役務の流通の円滑化及び価格の安定を図るため、必要があると認めるときは、事業者に必要な措置

をとるよう協力を求めることができる旨を規定している。 

 

⑯－２買占め・売惜しみ事業者への売渡し勧告等（該当自治体：43 都道府県、29 市区町村） 

 需給又は価格の動向が消費生活に著しい影響を及ぼし、又は及ぼすおそれがあると認められる生活関連物資

を指定したうえで、指定生活関連物資の販売を行う関係事業者が、買占め又は売惜しみにより、当該指定生活関

連物資を多量に保有していると認めるときは、指定生活関連物資を売渡すよう勧告することができる旨を規定して

いる。売渡しにとどまらず、著しく不当な価格で販売している関係事業者に対し、価格の引下げの勧告が規定さ

れる条例 37もある。これらの勧告に従わない場合は、事業者の氏名等が公表される（⑳）。 

 買占め・売惜しみ防止法においても、物資の指定（第２条）、指定物資への調査（第３条）、売渡しに関する指示

及び命令（第４条）が規定されるが、消費生活条例においては、売渡しは勧告にとどまる。 

 

(v)消費生活条例の規定―条例の実効性確保に関わる内容 
⑰事業者への必要な措置の指導・勧告等（該当自治体：47 都道府県、71 市区町村） 

 自治体の長が事業者に対し、条例で定められた必要な措置を講ずるよう勧告できる旨を規定している。具体的

には、危害商品等の供給の中止・回収その他必要な措置（⑱）、自治体独自の基準の遵守（⑬）、不当な取引方

法（⑭）の改善、生活関連物資の円滑な流通・価格の是正措置（⑯）等についての勧告を規定している。勧告に

従わない場合は、その旨を公表することができる（⑳）。消費者安全法にもいわゆる「すき間事案」において、事業

者に対する勧告及び命令（第 40 条）が規定されているが、事業者が勧告に従わない場合に措置命令ができる 38。 

 
⑱事業者による製造・販売の禁止、中止・回収義務（該当自治体：35 都道府県、45 市区町村） 

 事業者の危険商品等の供給禁止を一般的に定める条例や、緊急危害防止措置として商品名等が公表された

                                                        
33 都道府県において規定がないのは、愛知県「県民の消費生活の安定及び向上に関する条例」のみである。 
34 名古屋市消費生活条例においては、「生鮮食料品」のみに限定され、他の類似規定も見られない。 
35 唯一、「釧路市消費生活条例」において、必要以上の買いだめ等をしてはならない等、消費者の行為について規定される。 
36 なお、同第７条の価格調査官に相当する規定は、「岐阜県消費生活条例」「旭川市民の消費生活を守り高める条例」「夕張市

消費生活安定条例」に見られるのみである。 
37 「富山県民の消費生活の安定及び向上に関する条例」、「福岡県消費生活条例」等 
38 危害の防止措置として、商品又は役務の供給の中止、商品の回収その他必要な措置を命ずる旨を条例で定めているのは兵

庫県のみであり、他の条例は勧告にとどまる。 
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場合（⑳）、当該商品等の供給の中止、回収その他必要な措置の義務が生じる旨を規定している。消費者安全法

においては、譲渡の禁止又は制限（第 41 条）、回収等の命令（第 42 条）が相当する。 

 
⑲事業者への資料・物品提出要求、立入調査等（該当自治体：47 都道府県、68 市区町村） 

条例の施行に必要な限度において、事業者に対する資料や物品の提出、立入調査等を行う旨を規定している。

危害の防止や不当な取引方法の禁止等、それぞれの条項に個別に立入調査等を規定する条例 39や、具体的な

条項を指定し、その施行に必要な限度において行う旨を規定する条例 40もある。立入調査等の際の身分証明書

の提示や、権限が犯罪捜査のために認められたものではない旨も規定しており、消費者安全法第 45 条に相当

する。 

 

⑳事業者の氏名・住所、商品・役務名等の公表（該当自治体：47 都道府県、65 市区町村） 

 商品・役務による消費者の生命身体、財産等への危害を防止するため緊急の必要があり、事業者が勧告（⑰）

に従わない場合、若しくは資料提出・立入調査等（⑲）の拒否や虚偽報告を行った場合等において、事業者の氏

名・名称、住所・所在地その他を公表する旨を規定している。公表に際しては、事業者による意見陳述の機会が

与えられる。 

 
㉑罰則（該当自治体：３都道府県、０市区町村） 

「北海道消費生活条例」（消費生活相談の秘密保持義務違反）、「東京都消費生活条例」（㉞の契約締結禁止

違反）「徳島県消費者の利益の擁護及び増進のための基本政策に関する条例」（⑲における答弁拒否、虚偽答

弁等）のみ、罰則を規定している。 

事業者への罰則を設けることは可能ではあるが（地方自治法第 14 条）、罰則を規定することでかえって条例の

適用が慎重になり、運用が困難になるというおそれがあるため、罰則よりは公表措置（⑳）による社会的制裁の方

が効果的だという観点があり 41、これが罰則を定める条例の少なさにつながったと考えられる。一方、東京都消費

生活条例は平成 18 年改正で罰則が新設されたが、これには行政指導としての「勧告」と、勧告に反した場合の

「公表」では、悪質な不適正取引を繰り返す事業者に対する効果に限界があったことが背景にあった 42。 

 

㉒消費者と事業者の協働（該当自治体：５都道府県、23 市区町村） 

 事業者等と消費者等の相互の協力・理解 43や、自治体による消費者と事業者が協定を締結する際の指導、消

費者志向経営 44の促進を規定している。 

 

㉓消費者支援協定の締結（該当自治体：１都道府県、12 市区町村） 

                                                        
39 「福島県民の消費生活の安定及び向上に関する条例」等 
40 「群馬県消費生活条例」等 
41 奥島孝康（1983）「県民参加による条例の制定」（正田彬責任編集『事例・地方自治』第十二巻,ほるぶ出版,p.86） 
42 東京都生活文化局（2017）『逐条解説 東京都消費生活条例』,p.81  
43 踏み込んだ内容として、「福島市民の消費生活を守る条例」は、協働して地域商店街を維持することにより、高齢者その他の生

活弱者の地域における消費生活基盤の確保に努める旨を規定している。 
44 「消費者志向経営」の語を用いているのは、「徳島県消費者市民社会の構築に関する条例」のみである。また、「野洲市くらし支

えあい条例」においては、近江商人の教えのもと、事業者が自己の利益のみならず、消費者にも利益をもたらすとともに、社会へ

の貢献にも寄与する経営(三方よし経営)が規定される。 
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事業者・事業者団体と自治体の間の消費者支援協定の締結を規定している。自治体の長は、消費者支援協

定を締結し、変更し、又は解除したときは、その内容を公表する 45。 

消費者支援協定は、かつては消費者保護協定とも呼ばれたが、条例改正の中で名称を変更した自治体が複

数見られる一方 46、消費者保護協定の名称を維持している自治体もある 47。 

 

(vi)消費生活条例の規定―消費者の権利実現に向けた支援に関わる内容 

㉔啓発活動及び教育の推進（該当自治体：47 都道府県、76 市区町村） 

多様な関係機関・団体等と連携した消費者教育、消費生活に関する情報提供等の啓発活動の実施を規定し

ており、消費者基本法第 17 条、旧基本法第 12 条の規定に相当する。消費者教育については、世代の相違等

への配慮等、踏み込んだ内容が規定されている場合がある 48。なお、啓発活動には情報の提供が含まれるが、

消費者安全法に規定される「注意喚起」（第 38 条）の用語はどの条例にも見られず、事業者が消費者に供給す

る商品又は役務による消費者の生命・身体・財産に対する危害を防止するための措置としても「情報提供」が用

いられる 49。 

 

㉕消費者教育推進計画、消費者教育推進地域協議会（該当自治体：０都道府県、３市区町村） 

 消費者教育推進法における、都道府県消費者教育推進計画等（第 10 条）、消費者教育推進地域協議会（第

20 条）に関する内容を規定しており、㉔を体制面でより充実させた内容と言える。後者（消費者教育推進地域協

議会）は単独に条例として定められる場合もある 50。なお、本項目が条例に規定されていない場合でも、消費者

教育推進法に基づき推進計画を策定している自治体は多くみられる 51。 

 

㉖消費者等の意見の反映（該当自治体：10 都道府県、39 市区町村） 

消費生活に関する消費者等の意見を施策に反映し、施策の策定過程の透明性を確保する旨を規定しており、

消費者基本法第 18 条、旧基本法第 13 条に相当する。「旭川市民の消費生活を守り高める条例」においては、

消費者等の意見の反映に向けた取組として「市民の意見を聴く会」の開催を条例に定めている。 

 

㉗消費生活モニター等 52（該当自治体：5 都道府県、20 市区町村） 

                                                        
45 例えば、「名古屋市消費生活条例」は第 27 条で「消費生活安定協定」について規定しているが、第３次消費者行政推進プラン

（令和４年度～令和８年度）では８つの成果指標等の一つとして、災害時における応急生活物資供給協定の締結事業者数を採

用している。消費者と事業者の話し合いだけよりも、行政が協定や申合せ等の実施を通じて消費者運動にかかわった方が効果

が高い場合があるという見解もあり（金森房子（1983）「トレイ追放運動と自治体行政」（正田彬責任編集『事例・地方自治』第十二

巻,ほるぶ出版,p.202-203）、消費者支援協定は、地方消費者行政推進の有効な手段の一つとも考えられる。 
https://www.city.nagoya.jp/sportsshimin/cmsfiles/contents/0000151/151333/zentaiban.pdf 

46 「千葉市消費生活条例」、「川崎市消費者の利益の擁護及び増進に関する条例」等 
47 「日立市民の消費生活を守る条例」、「越谷市民の消費生活を守る条例」等 
48 「東京都消費生活条例」、「佐賀県民の安全安心な消費生活に関する条例」等 
49 「高知県消費生活条例」 
50 「松江市消費者教育推進地域協議会設置条例」等 
51 都道府県消費者教育推進計画等策定状況 (令和 2 年 4 月 1 日現在) 
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_education/consumer_education/promote/prefectures/ 
52 経済企画庁は、昭和 42 年度から、都道府県の設置する消費生活モニターに対して補助を行い、消費者の意見を国および地

方公共団体の消費者行政に反映させる事業を行った（経済企画庁編「昭和 43 年度国民生活白書」，p.248）。昭和 44 年には自

治省と共同で通達を行い（昭和 44 年５月 15 日経企消第 48 号、自治文第 104 号『地方公共団体における消費者行政の推進に

ついて』）、通達の中では、消費者行政における事務処理のあり方として、都道府県は消費生活モニターを設置・運営するものと

し、市町村は、都道府県モニターだけでは数が不足する場合や、モニターに消費者啓発のリーダーの役割を期待する場合等に
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 消費生活に関する情報の収集や意見の反映のため、消費生活モニター等を置くと規定しており、消費者安全

法の消費生活協力団体及び消費生活協力員（第 11 条の７）に相当する。「山梨県消費生活条例」のみ、消費者

安全法に規定する消費生活協力員を委嘱すると明記している。 

 

㉘試験、検査等の施設の整備等 53（該当自治体：38 都道府県、18 市区町村） 

商品等の試験、検査、調査等の体制整備や、結果の周知等について規定しており、消費者基本法第 23 条、

旧基本法第 14 条に相当する。規定の詳細は自治体ごとに特色があり、試験、検査等の施設の整備が努力義務

にとどまる場合 54や、施設には言及せず商品又は役務の試験、検査、調査等を行うと規定する場合 55がある。 

 

㉙苦情処理及び紛争解決の促進（該当自治体：47 都道府県、71 市区町村） 

消費者と事業者の間に生じた苦情の処理のあっせん等と紛争解決に関する規定である。消費者基本法にお

いては、地方公共団体における苦情の処理のあっせん等と ADR 手続としての紛争解決の促進（第 19 条）を規

定している。消費生活条例においても、地方公共団体が苦情処理のためのあっせん等を行うこと、そのために必

要があれば、事業者等に対して説明や資料提出を求めることができること、さらには、苦情処理としてのあっせん

等によっては解決が困難であるときは、知事等による付託を受けて、特別の機関の下で（ADR 手続として）あっせ

んや調停が行われる仕組みとなっている。 

ADR 手続としてのあっせんや調停をどの機関が行うかは自治体により異なり、県民の消費生活の安定及び向

上に関する重要事項を調査審議する審議会が行う場合（静岡県等）や、審議会の下に置かれる消費者苦情処理

委員会が行う場合（香川県）、審議会とは分けて設置される消費者被害救済委員会（佐賀県）、苦情処理委員会

（熊本県等）が行う場合がある。 

 

㉚消費生活センターの設置・運営等（該当自治体：18 都道府県、27 市区町村） 

 消費生活センターの設置・運営等について規定している。消費生活センターの設置・運営等については、消費

生活条例に規定される場合や、別個に消費生活センターに関する条例が制定される場合があり、詳細は、「（２）

消費生活センター条例等」において論ずる。 

 

㉛消費生活審議会・苦情処理委員会の設置運営等（該当自治体：44 都道府県、65 市区町村） 

 審議会は、知事等の諮問に応じ、消費者行政に関する重要事項を調査審議し 56、一部では、苦情処理として

のあっせん等によっては解決が困難な場合においてあっせんや調停を行う機関として位置づけられる（㉙）。審議

会が調査審議する事項は、条例により特に明示されていないものもあれば、条例内の他の条項を明示し、諮問事

項を消費者基本計画の策定・変更（⑥）、自治体による表示等の基準設定（⑬）、不当な取引行為の規則制定・

                                                                                                                                                                                          
モニターを設置するとされた。 
53 消費生活条例が制定され始める昭和 49 年以前に、消費生活センター設置費補助金交付要領（昭和 44 年７月９日経企消第

66 号）の規定による消費生活センターの設置およびその管理、運営について定めた消費生活センター運営要領（昭和 44 年７月

９日経企消第 66 号）において、消費生活センターは、(1)消費生活に関する相談および苦情の処理、(2)商品に関する各種テスト、

(3)商品知識を普及するための展示を行わなければならないとされた。試験、検査等の施設の整備等が各県の条例の規定に盛り

込まれた背景には、兵庫県立神戸生活科学センター（昭和 40 年）や生活科学研究所（昭和 53 年）の設立といった兵庫県の先

進的取組の存在に加え、消費生活センター設置費補助金の具体的な要件として商品テストが示されたこともあったと考えられる。 
54「宮崎県民の消費生活の安定及び向上に関する条例」 
55 「岩手県消費生活条例」 
56 この機能を担う組織の名称として、長野県は「審議会」ではなく「長野市消費生活協議会」を用いている。 
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改正（⑭）、生活関連用品の指定（⑯）等に限定して規定する条例もある 57。審議会について個別に規定した条

例もいくつか存在している 58。 

 また、委員会は、苦情処理としてのあっせん等によっては解決困難な消費者苦情について、知事等の付託に応

じてあっせん又は調停を行う機関と位置づけられる。 

 審議会・委員会いずれも、委員の人数・任期や構成、議事進行を始めとした運営等の細目については、条例で

定められる場合 59も規則で定められる場合もある。 

 

㉜消費者団体の自主的な活動の促進（該当自治体：29 都道府県、52 市区町村） 
 消費者団体の健全かつ自主的な活動を促進するため、指導その他の援助等を行う旨を規定しており、消費者

基本法第 26 条、旧基本法第 17 条に相当する。適格消費者団体への支援を規定している条例も６都道府県、１

市区町村ある 60。 

 
㉝消費者被害に関する訴訟費用の貸付・援助（該当自治体：45 都道府県、31 市区町村） 

調停によって解決されず、被害の拡大可能性が認められ、１件当たりの被害額が少額である消費者苦情につ

いて、消費者が事業者を相手として訴訟を提起する場合、審議会の承認を得て、訴訟費用の貸付等の援助を行

うことができる旨を規定している。貸付の全部または一部に対し、返還の猶予や免除が認められる場合がある。 

 

㉞その他特筆すべき規定 

〇自動販売機の適正管理義務（該当自治体：８都道府県、９市区町村） 

 自動販売機の管理において、事業者が管理者の氏名や電話番号等の連絡に必要な事項の表示を行うことや、

適正な管理を行う旨を規定している。 

 

〇アフターサービス（該当自治体：２都道府県、９市区町村） 

 事業者が、商品供給後に修理、交換等の要求があった場合に対応する努力義務を規定している。この規定は、

昭和 48 年の第１次オイルショックにより使い捨てに対する反省や長期不況による買い控えが生じ、耐久消費財の

修理の需要が高まった一方、修理等に関し行政的に規制できる法律がなかったことから、条例による規制が期待

されたことが背景にあったとされる（正田・鈴木，1980）。 

 

〇災害時における安定した消費生活の確保（⑯関連）（該当自治体：１都道府県、３市区町村） 

 災害時における消費生活の安定のため、自治体、事業者、消費者が積極的な役割を果たすことを規定している。 
 

〇小規模事業者への援助（該当自治体：３都道府県、０市区町村） 

 消費者施策の実施に当たり、小規模事業者への技術的な援助及び資金の融資を行うことができる旨を規定し

ている。 

 

                                                        
57 「山梨県消費生活条例」等 
58 「鳥取市消費者行政審議会条例」等 
59 「長野県消費生活条例」等 
60 「京都府消費生活安全条例」等 
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〇多重債務問題への対応（該当自治体：１都道府県、２市区町村） 

 多重債務者への支援を規定する。「熊本県消費生活条例」「熊本市消費生活条例」「相模原市消費生活条例」

にのみ見られる。 

 

〇北海道価格の解消（⑯関連）（該当自治体：１都道府県、２市区町村） 

 北海道と本州の間に不当な格差のある価格がある場合、それの解消について努力義務を規定している。北海

道に特有の規定である。 

 

〇簡易包装への協力（⑫関連）（該当自治体：０都道府県、３市区町村） 

 ⑫では事業者による包装の適正化について規定しているが、消費者も協力するよう努力義務を定めている。市

町村の条例にのみ規定がある。 

 

〇契約の勧誘・締結の禁止命令（⑭関連）（該当自治体：２都道府県、５市区町村） 

 ⑭に関連し、不当な取引行為からさらに重大なものを類型化し、重大な不当取引行為を行った事業者に対し、

一定期間の契約勧誘・締結の禁止命令を行うことができる。 

 

〇約款の適正化（⑭関連）（該当自治体：０都道府県、２市区町村） 

 事業者に対し、消費者に不当に不利益を与えたり、消費者の権利を制限するような約款を作成しないよう、努力

義務を規定している。 

 

〇地域協議会の設置（該当自治体：１都道府県、０市区町村） 

 必要に応じて地域協議会を開催し、消費者、学識経験のある者等の意見を聴取し、消費生活に関する施策を

適正に行うよう努める旨を規定している 61。「北海道消費生活条例」のみに規定が存在する。 

 

〇物価対策県民会議（⑯関連）（該当自治体：１都道府県、０市区町村） 

 「愛媛県消費生活条例」においてのみ、消費生活に係る物価安定対策に関して意見を求め、及び物価安定対

策を推進するため、物価対策県民会議を置くと規定している。物価関係で唯一、会議体について規定している。 
 
 
〇成年後見制度の活用（該当自治体：０都道府県、１市区町村） 

 「葛飾区消費生活条例」のみ、高齢者等の消費者被害防止のため、成年後見制度の活用を規定している。 

〇外部機関からの照会への対応（該当自治体：０都道府県、１市区町村） 

 相談情報について、外部機関から照会があった場合に、消費者が識別され、又は識別され得るものを除き、提

供できる旨が規定される。その際には、情報の真実性の審査を経たかどうかを示さなければならない。「生駒市消

費者保護条例」にのみ見られる。 
 
 

                                                        
61 北海道によると、この地域協議会は消費生活相談の状況や地域の課題を情報共有するために開催しており、⑱消費者安全確

保地域協議会に関する取組ではないとのことである。 
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（2）消費生活センター条例等（719 件、31 都道府県、682 市区町村 62） 

前述(1) ㉚のとおり、消費生活センターについては消費生活条例において定められる場合と、個別に消費生活

センターに関する条例が定められる場合がある。上記の 719 件は後者のみ 63の条例数である。 

消費者安全法は、消費生活センターの都道府県の設置義務（第 10 条１項）、市町村の設置の努力義務（第

10 条２項）を規定しているが、同法が平成 26 年に改正される以前は、自治体が消費生活センターを設置してい

ても、それを条例として定めるかについては、各自治体の消費生活センターの扱いにより異なっていた 64。 

平成 26 年に消費者安全法が改正されると、消費生活センターを設置する自治体においては、センターの組

織及び運営等について条例で定めることが義務となり（第 10 条の２）、消費者庁消費者教育・地方協力課（現消

費者庁地方協力課）から各自治体に対し、平成 27 年３月 27 日付事務連絡「消費生活センターに関する条例の

制定について」が発出された（資料３）。事務連絡においては、自治体のひな形となるモデル条例案「●●市消費

生活センターの組織及び運営等に関する条例」が示され、消費生活センターに関する条例をすでに制定してい

た場合はその改正、条例を制定していなかった場合は新たな条例の制定を、各自治体は行うこととなった。 

上記の経緯から、消費生活センターについては消費生活条例において定められる場合と、個別に消費生活セ

ンターに関する条例が定められる場合とがあるが、法改正を受け、いずれも規定される内容はモデル条例案に沿

っている 65。 

上記のように、消費生活センター条例等の制定に関しては、単に消費者庁が提示したモデル条例を踏まえた

ものが多いとはいえ、地方議会を含めて、地方消費者行政のあり方及びその強化の方向に関して、広く議論が行

われるきっかけとなったことは、大きな意義があったものと考えられる。 

 

（3）消費者行政個別条例（18 件、４都道府県、14 市区町村） 

 (1)消費生活条例で規定される①～㉞のいずれかに関する規定等の内容を、単独の条例として制定している 66。

具体的には、消費生活審議会に関する条例（㉛）、計量検査に関する条例（⑫関連）、消費者教育推進地域協議

会（㉕）に関する条例が挙げられるほか、「徳島県振り込め詐欺等の被害の防止に関する条例」といった、個別の

施策に関わる条例もある。 

 

(4)基金条例（22 件、17 都道府県、５市区町村） 

 消費者行政に関する基金について条例で定めている。地方自治法第 241 条には地方公共団体の基金の設置

について定めがあるが、消費者行政関係の基金条例としては、「消費者行政活性化交付金」と「住民生活に光を

そそぐ交付金」の２つに基づく条例がそれぞれ存在する。これらは、いずれも今後は廃止・形骸化が予想される。 

 

 

                                                        
62 31 都道府県と 682 市区町村を足して 719 件にならないのは、６つの自治体において、消費生活センターの設置と組織・運営 

についてそれぞれ別個に条例を制定したためである。 
63 「行橋市消費生活条例」のみ、名称は消費生活条例であるが、内容は消費生活センターの設置のみを規定しているため、消費

生活センター条例等として集計している。 
64 地方公共団体が消費生活センターを行政機関として設置する場合は、地方自治法第 156 条第１項、第２項に基づき、条例を

制定する必要があった。 
65高知県須崎市（平成 26 年）、福島県会津美里町（平成 29 年）においては、「消費生活相談員条例」が制定され、相談員の業務

や報酬等が規定されることから、消費生活センター条例等として集計する。 
66 この定義においては、(2)の消費生活センター条例等も含まれうるが、消費生活センター条例はその数が非常に多いことから、

別の分類とした。 
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 (i) 消費者行政活性化基金条例 

国は、平成 21 年度からの３年間を地方消費者行政の「集中育成・強化期間」とし、「地方消費者行政活性化交

付金」により各都道府県に「地方消費者行政活性化基金」を創設、支援を行うこととした 67。「地方消費者行政活

性化基金管理運営要領 68（以下、「運営要領」とする。）」においても、基金は、基金の設置目的、基金の額、基金

の管理、運用益の処理、基金の処分を条例等において規定するとされ、消費者行政活性化基金条例は、この流

れで制定したものである。 

 運営要領では、基金事業の実施期限は最長で令和２年度末までを目途とされ、交付金相当分の残余額を国庫

に返還しなければならないとされている。令和３年度には多くの自治体が清算手続を行っており、今後、各自治

体の判断により、条例の廃止等の手続が進められる 69。 

 

(ii) 住民生活に光をそそぐ基金条例 

 平成 22 年 10 月８日に閣議決定された「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」において、「新たな交

付金を創設し、これまで住民生活にとって大事な分野でありながら、光が十分に当てられてこなかった分野（地方

消費者行政、ＤＶ対策・自殺予防等の弱者対策・自立支援、知の地域づくり）に対する地方の取組を支援する」と

されたことを踏まえ、地域活性化交付金（住民生活に光をそそぐ交付金）が創設された 70。 

 「住民生活に光をそそぐ交付金」は地方消費者行政活性化基金等に積み立て、平成 24 年度まで活用できるこ

ととされた。既に廃止された条例までは検索できなかったが、同交付金に関連する４条例のうち２つ（「大熊町住

民生活に光をそそぐ基金条例」「大宜味村住民生活に光をそそぐ基金条例」）の附則においては、条例は平成

25 年 3 月 31 日限りで効力を失うこと、基金の残余財産の処理について規定される。残り２つの条例（「奥出雲町

住民生活に光をそそぐ交付金基金条例」「北中城村住民生活に光をそそぐ基金条例」）については、条例中に効

力の及ぶ期間の規定はなく、各自治体のウェブサイト上の例規集にも公表されたままである 71。 
 
 
（5）住民のくらし安全等に関する条例（19 件、１都道府県、18 市区町村） 

 安全なまちづくりや交通安全、防犯といった、広く住民の生活の安心安全に資する内容を規定している条例で

あり、自治体の責務として、消費者保護や消費生活の安定を明記している。市民の役割等について規定するか

否かは条例により異なる。 

消費者の権利（(1)②関連）に踏み込んだ規定や、勧告・命令を始めとした具体的な権限等は見られない一方、

消費生活に係る相談、指導及び啓発等について努める旨を規定しており、(1)消費生活条例のない自治体では、

消費者行政推進の根拠となる役割を果たしているとも考えられる。 
 

                                                        
67 https://www.kokusen.go.jp/wko/pdf/wko-201907_01.pdf 
68https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/local_consumer_administration/grant/pdf/local_cooperation_cms203_200
428_14.pdf 
69 例えば、東京都は令和３年度に清算手続を行っており、令和 4 年第 1 回都議会定例会において、基金の廃止条例（第 52 号

議案 東京都消費者行政活性化基金条例を廃止する条例）を上程している。 
https://www.gikai.metro.tokyo.jp/bill/reg2022-1.html 
70https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11050105/www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/local_consumer_administration/st
atus_investigation/pdf/130322_chosa.pdf 

71 https://www.town.okuizumo.shimane.jp/reiki/reiki_int/reiki_honbun/r184RG00000792.html 
https://ops-jg.d1-law.com/opensearch/SrJbF01/init?jctcd=8A91CB44A5&houcd=H423901010004&no 
=1&totalCount=1&fromJsp=SrMj 
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3-2. 社会的な事件・事故等と条例制定との関連性等の分析

 各条例が制定された年 72と、同時期にどのような消費生活に関わる事件・事故や法改正等があったかを比較し、

その関連等を調査した。図表５は、今回の分析対象とした消費者行政関係条例の制定年をグラフ化したものであ

る。

データベースにおいては、一部の条例は、新たに制定されたように見えるものの、実際は以前あった条例が名

称変更や市町村合併、全部改正等なされて、実質的には後継条例となっている場合がある。その際は、形式的

に新たに制定された年がデータ上に登録される 73ため、データベースの登録どおりに条例の集計を行った場合、

本来の制定年にずれが生じることとなる。

一方、データベース上で本文を確認したところ、前身となる条例の存在が 43 件把握できた 74（その一覧につい

ては資料４参照）。ここでは、これらの前身となる条例も加え、958 件の条例の分析を行った 75。 

図表５で示したとおり、特に条例の制定数が多い時期が５箇所で見られた（①昭和 49～51 年、②昭和 55 年、

③平成 17～18 年、④平成 21 年、⑤平成 28 年）。これら各年の条例制定数の多い時期において、どのような種

類の条例が制定されたか、割合を図表５にまとめるとともに、当該年に発生した主な消費者問題等や消費者行政

の動き等の年表を資料５にまとめた。

昭和 49～51 年、昭和 55 年、平成 17～18 年の３つの条例制定数の多い時期においては、制定されたものの

多くが消費生活条例であった。これらの時期それぞれに特徴的な消費者問題を考えると、①まず、昭和 48 年に

は第１次オイルショックが起き、「狂乱物価」と呼ばれる事態や、各地でトイレットペーパー、洗剤など物不足騒ぎ

が起こった。社会的に消費者問題がクローズアップされた時期である。②次に、昭和 54 年には第２次オイルショ

ックが起き、第１次の混乱も記憶に新しいなか、引き続き消費者行政に動きのあった時期と言える。③最後に、平

成 16 年には旧基本法が改称し、消費者基本法が制定・公布されている。特に、①については最初に消費生活

条例の制定がさかんになった時期と言えるが、旧基本法の制定（昭和 43 年）から数年経過していることを踏まえ

ると、単に旧基本法の制定が直ちに条例につながったのではなく、第１次オイルショックによる消費者保護への社

会的な意識の高まりが条例制定の強い原動力になったと考えられる。

また、平成 21 年においては、④消費者庁が設置され、各都道府県に「地方消費者行政活性化基金」を創設し

たことを受け（前述 3-1(4)）、制定された条例のうち消費者行政活性化基金条例等が 69.23％76を占めた。平成

28 年には、⑤平成 26 年の改正消費者安全法において、消費生活センターを設置する自治体は、センターの組

織及び運営等について条例で定めることが義務となったことを受け（前述 3-1(2)）、消費生活センター条例等が

99.23％と多くの割合を占める結果となった。 

上記の動きから、地方自治体における消費者行政関係条例の制定には、社会的事件や法の制定・改正が一

定の影響を与えているものと考えられる。

72 データベースにおいては、システムの仕様上新旧対照表を網羅的に掲載しておらず、いつどのような改正が行われたのかにつ

いては集計することができなかった。そのため、本研究では、改正年と改正内容の対応にまで踏み込んだ分析はしていない。
73 例えば「神戸市民のくらしをまもる条例」は昭和 49 年に制定されているが、平成 17 年に全部の改正が行われているため、平成

17 年制定としてデータベースに登録されている。 
74 当該 43 件はあくまで検索で得られた結果のみに基づいて集計しており、現在あるその他の条例の前身となった条例や廃止さ

れた条例について、必ずしも全てを網羅できていない点に留意が必要である。
75 本レポートにおける表１～６においては、データベースで検索する際の再現性を重視し、把握できた廃止条例のデータは集

計・反映していない。
76 基金条例はすでに廃止されているものがあり、実際の制定当時はさらに高い数値であった可能性がある。 
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図表５ 消費者行政関係条例の制定数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表６  制定数の多い年毎の条例構成比の推移
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4. 結果の総括 

 

各内容の規定を持つ自治体数（都道府県と市区町村）を、以下のとおり図表７にまとめた。都道

府県で見ると、８割以上の条例が以下の規定を持つことが分かった。 

 

＜条例の目的や消費者の権利、自治体・事業者・消費者等の責務等に関わる内容＞ 

①消費生活の安定・向上の確保等の目的 

②基本理念、消費者の権利 

③自治体の責務 

④事業者の責務等 

⑤消費者の役割等 

 

＜消費者行政の体制や方針に関わる内容＞ 

⑨消費者による自治体の長への措置要求等の申出 

⑩国等への措置要請 

 

＜事業者への規制に関わる内容＞ 

⑫危害の防止、規格等の適正化等 

⑬事業者の商品・役務にかかる自治体独自の規格・表示の基準設定 

⑭不当な取引行為の禁止 

⑯生活関連物資供給等 

⑯－２買占め・売惜しみ事業者への売渡し勧告等 

 

＜条例の実効性確保に関わる内容＞ 

⑰事業者への必要な措置の指導・勧告等 

⑲事業者への資料・物品提出要求、立入調査等 

⑳事業者の氏名・住所、商品・役務名等の公表 

 

＜消費者の権利実現に向けた支援に関わる内容＞ 

㉔啓発活動及び教育の推進 

㉘試験、検査等の施設の整備等 

㉙苦情処理及び紛争解決の促進 

㉛消費生活審議会・苦情処理委員会の設置運営等 

㉝消費者被害に関する訴訟費用の貸付・援助 
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図表７ 消費者行政関係条例に規定される内容を持つ自治体数一覧 

 

 

 

 

 

規定の内容 都道府県 市区町村
都道府県
規定率

①消費生活の安定・向上の確保等の目的 47 89 100.0%
②基本理念、消費者の権利 47 66 100.0%
③自治体の責務 47 88 100.0%
④事業者の責務等 47 84 100.0%
⑤消費者の役割等 46 80 97.9%
⑥基本計画の策定 27 19 57.4%
⑦財政上の措置 2 0 4.3%
⑧年次報告等 5 1 10.6%
⑨消費者による自治体の長への措置要求等の申出 44 28 93.6%
⑩国等への措置要請 40 53 85.1%
⑪消費者安全確保地域協議会の設置 0 3 0.0%
⑫危害の防止、規格等の適正化等 47 53 100.0%
⑬事業者の商品・役務にかかる自治体独自の規格・表示の基準設定 41 16 87.2%
⑭不当な取引行為の禁止 47 56 100.0%
⑮訪問販売の制限等 0 6 0.0%
⑯生活関連物資供給等 46 49 97.9%
⑯－１生活関連物資供給等の協力要請 33 44 70.2%
⑯－２買占め・売惜しみ事業者への売渡し勧告等 43 29 91.5%
⑰事業者への必要な措置の指導・勧告等 47 71 100.0%
⑱事業者による製造・販売の禁止、中止・回収義務 35 45 74.5%
⑲事業者への資料・物品提出要求、立入調査等 47 68 100.0%
⑳事業者の氏名・住所、商品・役務名等の公表 47 65 100.0%
㉑罰則 3 0 6.4%
㉒消費者と事業者の協働 5 23 10.6%
㉓消費者支援協定の締結 1 12 2.1%
㉔啓発活動及び教育の推進 47 76 100.0%
㉕消費者教育推進計画、消費者教育推進地域協議会 0 3 0.0%
㉖消費者等の意見の反映 10 39 21.3%
㉗消費生活モニター等 5 20 10.6%
㉘試験、検査等の施設の整備等 38 18 80.9%
㉙苦情処理及び紛争解決の促進 46 71 97.9%
㉚消費生活センターの設置・運営等 18 27 38.3%
㉛消費生活審議会・苦情処理委員会の設置運営等 44 65 93.6%
㉜消費者団体の自主的な活動の促進 29 52 61.7%
㉝消費者被害に関する訴訟費用の貸付・援助 45 31 95.7%
㉞その他特筆すべき規定
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5. 今後の検討課題

「地方消費者行政の現況調査」は、都道府県等の地方公共団体における消費者行政を担当す

る組織、職員配置、予算、事業の動向等を把握するため、消費者庁が毎年実施している。各自治

体の予算・体制等の充実度合 77と、3-1 で明らかにした消費者行政関係条例 915 件との関連性に

ついては、今後考察してみたい。

また、本研究を通して、各条例には、事業者への勧告及びそれに従わない場合の公表、自治体

による独自基準の設定、消費者被害に関する訴訟費用の貸付・援助、紛争解決が困難な場合の

ADR 手続といった、消費者の権利の実現に向けた、比較的強い仕組みが整っていることが分かっ

た。一方、これらの条例に基づく制度は単なる存在にとどまり機能していないという指摘も長らくあり

78、各制度の活用状況の実態把握や、それらの活用実績を踏まえた課題の検討も、今後の地方消

費者行政の推進に価値があるものと考えている。

6. 最後に

本研究では、これまで長い間網羅的に調べられていなかった消費者行政に関する条例を、一覧

性のある形で示すと共に、社会的な事件・事故等と条例制定との関連性も明らかにすることができ

た。この成果が、今後、消費者行政に関する条例の制定を検討している自治体等の参考となるとと

もに、消費者行政の推進の一助となれば幸いである。

本研究の実施にあたっては、色川卓男静岡大学教授、田口義明名古屋経済大学名誉教授、

「条例 Web アーカイブデータベース」を運営する原田隆史同志社大学教授に、研究の企画やその

進め方等について有益な助言をいただいた。特に色川教授・田口教授には、これまでの地方消費

者行政や条例制定の経緯等に関する幅広い知見を踏まえ、多大な御助力をいただいた。この場

を借りて深く御礼申し上げる。

77 令和３年度現況調査において、自治体毎のデータを記載しているのは都道府県・政令市別の消費者行政予算、

法執行の件数である。

78 正田彬（1983）「地方自治と消費者行政」（正田彬責任編集『事例・地方自治』第十二巻,ほるぷ出版,p.20） 
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